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事 業 名 称 ランドバンク（小規模連鎖型区画再編事業）手法のシステム構築事業 

事業主体 名 特定非営利活動法人つるおかランド・バンク 

連 携 先 
山形県宅地建物取引業協会、山形県土地家屋調査士会、山形県行政書士会、 
司法書士、解体業協会、建築士会、鶴岡市 

対 象 地 域 山形県鶴岡市 

事業の特 徴 

①山形県宅地建物取引業協会からのヒアリングや空き家相談会等を通し事例

を収集の上、課題を整理・類型化し解決に向けたデータベースを構築する。 

②不動産関連業や法務等の専門家、行政等多様な業種と連携し、事務処理フロ

ーや法的課題リスト等を記載したランド・バンクマニュアルを作成する。 

③密集住宅地の空き家、空き地、狭隘道路を一体的に解決するための開発基準、

市道要件基準書を作成する。 

成 果 
・つるおかランドバンク事業ガイド（マニュアル、開発基準）の作成 

・ランドバンク事業導入判定ＩＣＴプログラムの作成 

成果の公表先 
つるおかランド・バンクのホームページで公表 

 URL: http://t-landbank.org/report 

 

１．事業の背景と目的 

鶴岡市の中心市街地は、江戸時代の昔ながらの町割りが色濃く残っており、1つの街区が極端

に大きいものや、旗竿地や囲繞地、狭あい道路などが散見し、現代の生活様式に適合していない

状況にある。本事由により住宅の再建築ができないなど、不動産として流通するには困難な行政

も民間も問題があり手を付けない物件が潜在的に多数存在し、空き家発生の一因となり、まちな

かの空洞化、人口減少が進んでいる。 

このような状況を解決するにあたり、単に空き家の解消だけでなく、更地後の土地利用までを

考慮し、空き家、空き地、周辺の宅地及び道路を一体として捉え、小規模ではあるがそれを再編

し、連鎖させて良好な住環境整備につなげる土地に付加価値を生み出す。新たなまちづくりの手

法として小規模連鎖型区画再編事業（以下、「ランドバンク事業 」という）に取り組んでいる。

例えば、狭小地で単独利用が困難な場合に隣接地を含めた小規模な土地の再編を行うことで、コ

ミュニティの活性化や不動産の流通につなげることができる。 

しかしながら、全国的にも一般化されていない取り組みの為、地権者や専門家の理解が進まな

い状況にあり、また、権利や相続の調整など法的障害により課題解決までには時間を有すること

も多く、取り組みが広がらない状況にある。 

ランドバンク事業の拡大・推進のため、課題事例や解決事例の類型化及び法的課題等の整理と

マニュアル化に取り組むとともに、第三者が容易に活用するための仕組みについて検討する。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

以下のとおり解決すべき課題を踏まえ事業を進めた。 

 ≪取組みの目的≫：ランドバンク事業実践におけるマニュアル化 

 ＜課題－１＞：ランドバンク手法による土地の再編ケースが多種多様なため、誰でも容易にでき

る明確な基準がない。 

 ＜課題－２＞：相続や権利関係、地理的要因が輻輳しかつ法的障害により解決が困難になる。 

 ＜課題－３＞：狭あい道路拡幅時の道路管理者側の寄附受付基準が明文化されておらず、案件都

度の可否や条件が異なり対応協議に時間を要する。 
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  交付決定（８月２５日）から事業終了までの間の事業の内容と手順及びフローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の取組詳細 

１．解決事例・課題事例の収集・類型化 

解決事例・課題事例を収集し類型化することでランドバンク事業の特徴とランドバンク事業

での検討が必要な条件を探るため以下の取り組みを行った。 

 

①事例収集ヒアリング及び整理・類型化 

１）低廉売却成約物件調査 

 山形県宅地建物取引業協会の協力を仰ぎ、山形県内の 4 ブロック 11 地区にある各協会支部

を通じ、宅地建物取引業者より取引価格が 200 万円以下で成約した物件事例を収集した。当Ｎ

ＰＯにおける空き家バンクの成約物件 68 件（うち売買成約 56 件）のうち 27 件は 200 万円以

下での成約となっていることから、200 万円を境に空き家の程度や権利関係など何かしらの事

情が発生していると思われる。また宅建業法において仲介手数料を 200 万円以下は 5％と低廉

物件の料率が高く定められていることから、事例調査対象を 200 万円以下とし、不動産市場に

図 2 検討体制 図 1 事業フロー 

表 1 事業工程表  

山形県宅建業協会からの事例収集 空き家相談会からの事例収集

事例の整理・類型化

専門家との検討会 ICTカルテ化・解決プログラム開発

法的課題の整理 事務処理フローの作成
開発基準・

市道要件基準書の作成

マニュアルの作成

公開用HPの作成 知的財産権の検討 マニュアル・基準書の印刷

【成果物】

【成果物】

【成果物】

【成果物】

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

解決事例・課題事例の
収集・類型化

①事例収集ヒアリング（宅建業、空き家相談会）及び整理・類型化

①マニュアルの検討

②モデルケースによる解決例の検討

③専門家との検討会の実施（全3回）

④開発基準、市道要件基準の検討

⑤マニュアル書の作成

解決プログラムの開発 ①ICT解決プログラムの開発

公表用HP・解析システ
ムの開発

①公表用ＨＰ・解析システムの作成

①ランドバンクシステムの活用・維持方策の検討

②ランドバンク事業推進チラシの作成

ランドバンクシステム化
の検討

ランド・バンクマニュアル
の作成

事業項目 細項目

【マニュアル検討体制】 

専門家検討会構成 

宅地建物取引業者 

司法書士 

行政書士 

土地家屋調査士 

解体業業者 

建築士 

鶴岡市 

ＮＰＯ 
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写真 2 空き家相談会 
図 4 空き家相談会チラシ 

写真 1 研修会の様子 

図 3 成約物件調査書 

流通しづらい物件に係る成約上の問題点や土地・接道状況を整理・分析することで、ランドバ

ンク事業につながる土地状況等の類型化を目的としている。 

以下のとおり同協会のブロック別研修会において事業

趣旨説明と依頼を行った。 

 ・9/4 ＰＭ 庄内ブロック 場所：いろり火の里  

文化館、参加：87 人 

 ・9/5 ＡＭ 村山ブロック 場所：山形国際交流 

プラザ山形ビッグウィング、参加：167 人 

 ・9/5 ＰＭ 米沢・置賜ブロック 場所：伝国の杜 

置賜文化ホール、参加：63 人 

  ※最上ブロックでは説明会未実施 

 16 社よりご協力いただき、計 60 件の低廉売却成約物件の事例を収集することができた。本

事例については、道路拡幅や区画再編等を特徴とするランドバンク事業において解決できる条

件を探るため、密集住宅地などが存するなどの住環境事情が郊

外地とは異なる用途地域内計 23 件に絞り、ヒアリング等の追加

調査を行い、低廉での成約に至った経緯、条件を探った。 

【調査期間】 

・１次調査：平成２９年９月４日～９月３０日 

・２次調査：平成２９年１２月１２日～１２月２８日 

【配布・回収方法】 

・１次・２次調査：電子メール及び郵送による配布・回収 

 

２）空き家無料相談会の実施 

 宅地建物取引業協会はじめ、空き家に関連する業界団体や行政と連携し、無料の空き家相談

会を実施し課題事例の収集を行った。 

 ・11/11 空き家の無料相談会 場所：勤労者会館、参加：20 組 

 

・１次調査：山形県内の不動産取引実績のうち、低廉（200 

万円以下）で成約した物件を対象に調査 

・２次調査：１次調査で収集した物件のうち、用途地域内 

にある物件を対象に調査 
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図 5 低廉売却に至った問題点（全物件） 

図 7 低廉売却の特徴 

図 6 低廉売却に至った問題点（用途地域内） 

３）事例の整理・類型化 

１）２）にて収集した事例をもとに、当初は低廉物件や問題物件に至った問題を幅広に整理

する予定としていたが、ランドバンク事業の特徴である道路拡幅や区画再編の可能性に着目し、

収集した 60 事例のほか、200 万円以下の過去に空き家バンクに登録され成約に至った 9 事例や

空き家相談会にて相談があった 20 事例を含め、低廉物件に至る問題の所在を探り、ランドバ

ンク事業での検討が必要な条件を探った。 

 

ア 低廉売却に至った問題点 

低廉売却に至った問題点の関係を把握するため集計を行い問題の分析を行った。 

 

 

全体を見ると低廉売却に至った問題点

としては、解体費用の捻出や価格交渉の問

題、残地物の処分といった費用的な問題が

多くを占めるが、境界関連や物件調査の難

航など所有者不明に端を発する問題や、駐

車場が無い、無接道による再建築不可など

土地条件の問題が多くを占めた。用途地域

内に限ると駐車場が無いことが最も多く、

中心市街地が車社会に対応した住環境整

備がなされていないことが伺える。 

 

イ 低廉売却物件の特徴 

アにより判明した用途地域

内において低廉売却に至る理

由として多かった「価格交渉の

問題」「土地条件の問題」「所有

者不明等の問題」について接道

状況や宅地の広さからクロス

集計し分析を行った。 
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図 8 判定システムの概要 図 9 類型化による事業タイプ 

図 10 空き家及び道路調査 

それぞれの条件を狭小な宅地（150 ㎡未満）の場合と前面道路が 4ｍ未満の場合で比較する

と、「価格交渉の問題」や「土地条件の問題」がある場合は、接道状況や宅地の広さと密接に

関係することが分かり、「所有者不明の問題は」接道状況や宅地の広さとほぼ関係性が無いこ

とが分かる。つまり「価格交渉の問題」や「土地条件の問題」は前面道路の拡幅や狭小宅地の

解消が必要であり、ランドバンク事業の有効性・必要性を示しており、判定フローの構築につ

ながるものである。 

 

２．ランド・バンクマニュアルの作成 

マニュアルの作成にあたっては、ランドバンク事業の特徴である土地の区画再編例に焦点を

あて、事業タイプごとに類型化を行い、解決例を導く判定システムの構築を目指した。また、

事業実施における法的課題の整理や開発基準・市道用件基準の用件の検討・調整を行った。 

 

①マニュアルの検討 

 空き家の相談を受けてから事業実施までの一連の流れ、ランドバンク事業による土地の区画

再編についてどういった形で推進するか判定フローを用いて判断すべく検討を進めた。また、

区画再編例ごとに類型化を行い、事業タイプごとに可視化することを検討した。 

 

 

②モデルケースによる解決例の検討 

空き家や建築基準法における 42 条 2 項道路や

位置指定道路が多数存在する中心市街地を対象

に、鶴岡市が保有する空き家台帳、道路台帳から、

空き家・道路情報を調査・把握し、モデルケース

となる事例を選定した。また本ケースにおける区

画再編の解決例の検討を行い、事業実施の可能性

を探った。 

 モデルとしては、2 項道路に面している、未接

道である、近隣に多く空き家が存在しているなど

の面整備による解決が不可欠となるエリアを対象

とし、区画再編事例、事業費の検討を行った。 

 Ａ：袋小路接続事業 

Ｂ：道路拡幅事業 

Ｃ：隣地一体整備事業 

Ｄ：公益施設整備事業 

Ｅ：狭隘地整序事業 

５
タ
イ
プ
に
分
類 
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写真 2 専門家検討会の様子 

図 11 モデルケース検討（現況） 図 12 モデルケース検討（検討後） 

 モデルケースとしたエリアにおいては、後述の専門家検討会において各士業専門家から協議

いただき、より現場の実態に即し事業実施の可能性が高まるよう区画再編例の検討を行った。

事業では小規模にかつ現況に即した形で区画再編を行うことを特徴とすることから、いかに工

事費を抑え公費投入せず実施できるかを念頭に区画再編例の計画案の検討・修正を重ねた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③専門家検討会の実施 

 マニュアルの検討にあたり、宅地建物取引

業、土地家屋調査士、司法書士、行政書士、

建築士、解体業、行政の空き家に関連する関

係団体の専門家による検討会を全3回実施し

た。本検討会ではマニュアルにおける判定シ

ステムや区画再編例の類型化、モデルケース

の区画再編例の検討を行った他、計画から事

業施工まで事業実施段階における法的課題

やＮＰＯ運営における課題、鶴岡市における

開発基準や市道要件基準について議論した。 

 ・12/22 第 1 回専門家検討会 場所：第 3学区コミュニティセンター 

 ・ 1/31 第 2 回専門家検討会 場所：第 3学区コミュニティセンター 

 ・ 2/26 第 3 回専門家検討会 場所：総合保健福祉センターにこふる 

 

④開発基準、市道要件基準の検討 

 上述の③の検討会において、鶴岡市における現行の開発基準をもとに、明確化されていない

開発基準や道路寄附受付基準の運用の見直しを行政を含め検討し提案を行った。 

 通常、都市計画区域内における 1,000 ㎡以上の土地利用については都市計画法に基づく開発

許可が必要となるが、鶴岡市においては、1,000 ㎡未満の場合にあっても開発協議が必要とな

っている。本開発協議では、道路の幅員の基準を原則 6ｍとしていたが、ランドバンク事業の

実施にあたって指定区域内においては 4ｍでも可とする基準が設けてある。その他道路拡幅の

際の境界の基準や私道の建築基準法における位置指定、市道として市が寄附を受け付ける判断

基準については、運用や都度の協議の中で取り決めていた。 

 本検討会において、本基準の運用の検討を行うとともに、市道としての寄附受付の判断基準

を議論し、鶴岡市における取り扱いの明文化につながった。 

ランドバン

ランドバン

ランドバン
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図 13 鶴岡市における寄附対応フロー図 

図 14 ＩＣＴプログラムフロー図 

 

 

⑤マニュアル書の作成 

 マニュアル書については、名称を「つるおかランドバンク事業ガイド」とし、関係者のみな

らず、空き家関連ＮＰＯや行政等の視察対応時など幅広に配布すること目的として作成した。 

 

３．ICT 解決プログラムの開発 

①ランドバンク事業導入判定 ICT プログラムの開発 

空き家の所有者からの相談から、ランドバンク事業における検討が可能か判定するランドバ

ンク事業判定 ICT プログラム（以下、「ICT プログラム」という）の開発を行った。本プログラ

ムにおいては、物件カルテの出力、データベースとの連動の点を考慮し Excel ベースで稼動す

るものを構築することとした。物件ごとの詳細情報を入力しデータベースに情報を蓄積すると

ともに、カルテとして物件情報を閲覧できるようにし、上述の判定システムを反映させ、ラン

ドバンク事業における事業実施可能性があるタイプの判定を出力するものとなっている。 

 

市道沿い 私道沿い 法定外道路沿い 新規築造道路

Ｎｏ Ｎｏ Ｎｏ
寄付申し出 受けない 寄付申し出 寄付申し出

Ｙｅｓ Ｙｅｓ
Ｙｅｓ Ｎｏ

Ｎｏ Ｎｏ 市道に接続
抵当設定無し Ｙｅｓ

Ｙｅｓ 受けない
Ｙｅｓ Ｎｏ

受けない 受ける 両端
受ける Ｙｅｓ

受ける

Ｎｏ

受けない

Ｙｅｓ
受ける

寄付の申し出のあった土地についての対応フロー図

抵当設定無し

※寄付を受ける場合であっても、当該寄付が道路機能の向上に寄与しない場合はこの限りでない。

一端のみ接続し、もう
一方が幅員１．８ｍ以
上の通路等を介して
市道に接続

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入力シート（１次情報） 

 

 

 

 

 

完了結果

地番（親） 地番（子） 地番（孫）

1 19 3 1 宅地 69.5 5 15

2 19 3 3 宅地 29.5 2 15

3

用途制限 建蔽率 容積率

1 区域内 近隣商業 80 400 － － －

2 区域内 近隣商業 80 400 － － －

3

1 有 無 老朽 1.7 無接道

2 無 － － 1.7 無接道

3

地番（親） 地番（子） 地番（孫）

1 19 3 15 宅地 187 13.2 15.9

2 19 3 21 駐車場 294 10.6 30.5

3 21 1 4 宅地 150 13.3 18.4

4 21 1 5 宅地 120 8.4 16

5

1 有 有 良好

2 無 － －

3 有 有 良好

4 有 有 老朽

5

③
土
地
・
家
屋
状
況

土地群の相談内容
相続したが長年活用できていないため売却を希望。袋地であるため、不動産屋
から扱いの拒否を受ける。

神明町

No.

売却も有り

位
置
図
・
写
真

位置図

写真

写真

都市計画区
域内外

区域区分の別

神明町

神明町

居住継続

No.

家屋状況 土地状況

利活用意向家屋
有無

小規模区画再編モデル
物件カルテ

初回相談

年　　月　　日

現調

年　　月　　日

完了

年　　月　　日

奥行長
（m）字名

神明町

袋地
前面道路
幅員（ｍ）

接道種類

家屋状況 土地状況 接道状況

不整
形地

字名

居住
有無

神明町

神明町

居住継続

売却も有り

④
隣
接
地
基
本
情
報

No.
所在

土地利用 地積
（㎡）

間口長
（m）

居住
有無

家屋
状況

小規
模地

三角地
不整
形地

袋地⑤
隣
接
地
状
況

家屋
有無

家屋
状況

小規
模地

三角地

用途地域
種類

法定
建蔽率

地区計画等

市街化区域

②
法
規
制
情
報

No.

No.
法定

容積率

市街化区域

①
基
本
情
報

所在
土地利用

地積
（㎡）

間口長
（m）

奥行長
（m）

データベース 
 

 

 

 

 

START 
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ー
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完了結果

地番（親） 地番（子） 地番（孫）

1 19 3 1 宅地 69.5 5 15

2 19 3 3 宅地 29.5 2 15

3

用途制限 建蔽率 容積率

1 区域内 近隣商業 80 400 － － －

2 区域内 近隣商業 80 400 － － －

3

1 有 無 老朽 1.7 無接道

2 無 － － 1.7 無接道

3

地番（親） 地番（子） 地番（孫）

1 19 3 15 宅地 187 13.2 15.9

2 19 3 21 駐車場 294 10.6 30.5

3 21 1 4 宅地 150 13.3 18.4

4 21 1 5 宅地 120 8.4 16

5

1 有 有 良好

2 無 － －

3 有 有 良好

4 有 有 老朽

5

③
土
地
・
家
屋
状
況

土地群の相談内容
相続したが長年活用できていないため売却を希望。袋地であるため、不動産屋
から扱いの拒否を受ける。

神明町

No.

売却も有り

位
置
図
・
写
真

位置図

写真

写真

都市計画区
域内外

区域区分の別

神明町

神明町

居住継続

No.

家屋状況 土地状況

利活用意向家屋
有無

小規模区画再編モデル
物件カルテ

初回相談

年　　月　　日

現調

年　　月　　日

完了

年　　月　　日

奥行長
（m）字名

神明町

袋地
前面道路
幅員（ｍ）

接道種類

家屋状況 土地状況 接道状況

不整
形地

字名

居住
有無

神明町

神明町

居住継続

売却も有り

④
隣
接
地
基
本
情
報

No.
所在

土地利用 地積
（㎡）

間口長
（m）

居住
有無

家屋
状況

小規
模地

三角地
不整
形地

袋地⑤
隣
接
地
状
況

家屋
有無

家屋
状況

小規
模地

三角地

用途地域
種類

法定
建蔽率

地区計画等

市街化区域

②
法
規
制
情
報

No.

No.
法定

容積率

市街化区域

①
基
本
情
報

所在
土地利用

地積
（㎡）

間口長
（m）

奥行長
（m）

市場性なし 

土
地
建
物

土
地

建
物

登

記
名
義
人

相
続
人

そ
の
他

仲
介
手
数
料

（
税
抜

）
円

隣
接
者

業
者

移
住
者

そ
の
他

仲
介
手
数
料

（
税
抜

）
円

対
象
外

対
象

無
接
道

・
再
建
築
不
可

物
件

調
査
の
難
航

残
置
物
の
処
分

解
体

費
用
の
捻
出

駐

車
場
な
し

所
有
者
や
買
主
と

の
交
渉

近
隣
者

と
の
ト
ラ
ブ
ル

価
格
交
渉

相
続
関
連

登

記
関

連

（抵

当

権
抹

消

等

）

境
界
関
連

心

理
的
瑕
疵

そ
の
他

不
動
産
情
報
誌

広
告

チ
ラ
シ

Ｈ
Ｐ

現
地
看
板

近
隣
土
地

所
有
者
へ
の
訪
問

提
供
な
し

提
供
な

し
の
主
な
理
由

約
２

ヶ
月

約
４

ヶ
月

約
６

ヶ
月

そ
の
他

不
動
産
情
報
誌

広
告

チ
ラ
シ

Ｈ
Ｐ

自

宅
訪

問

や
電

話

に
よ

る

営

業

紹
介

そ
の
他

良
好

普
通

危
険
家
屋

司
法
書
士

行
政
書
士

弁
護
士

建
築
士

土
地

家
屋
調
査
士

解
体
業
者

そ
の
他

用

途
地
域
内

用

途
地
域
外

道
路
に
面
す
る
方
角

公
道

・
私
道
の
別

幅
員

道

路
の
種
類

道
路
に
面
す
る
方
角

公
道

・
私
道
の
別

幅
員

道

路
の
種
類

有
無

内
容

地
番

土

地
の
現
況

地
番

土

地
の
現
況

地
番

土

地
の
現
況

家

屋
の
状
況

居

住
の
有
無

土

地
形
状
①

土

地
形
状
②

家

屋
の
状
況

居

住
の
有
無

土

地
形
状
①

土

地
形
状
②

家

屋
の
状
況

居

住
の
有
無

土

地
形
状
①

土

地
形
状
②

山形県鶴岡 市大山一 丁目40
番５

550 ,000 ◯ 20 ,370 ◯ 27 ,500 ◯

H29 .8 .18　買主より 500 ,000円だったら即購入する旨の 連絡が入る。
H29 .8 .21　売主様 へ伺い、今回 の商談をのがし たら、いつ売却 できるかわ からない。 固定資産税 の支払い、今 後、建物を管理し ていく事を考 えて売却してはどうか と相談。 結果
550 ,000で了解を頂く。
H29 .8 .25　契約及 び引き渡し完了 。

◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 約３ 年 ◯ 6 ◯ 1山 形県鶴岡 市大山一丁 目40
番 ５

◯ ◯

山形県飽海 郡遊佐町 菅里字
十里塚193-406外２ 筆

◯ 1,800 ,000 ◯ 90 ,000 ◯ 90 ,000 ◯ ◯ 家屋の 内部、外部 を現況 の状態で価格 を買主 の要望に近づけ成約 。 ◯ 長期間 空
家状態

◯ 7～8 ◯ 2山 形県飽海 郡遊佐町菅 里字
十 里塚193-406外２筆

◯

山形県酒田 市宮海字 林内1-

22
◯ 1,400 ,000 ◯ ◯ 70 ,000 ◯ 70 ,000 ◯ ◯ 接道（２項道 路）している真向いの境界 が不確定 なのでセットバッ ク位 置が難航、 多めにセットバッ クし た。 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 2 ◯ 3

山 形県酒田 市宮海字林 内1-

22
◯

山形県飽海 郡遊佐町 菅里字
十里塚193-486　外 １筆 ◯ 1,056 ,000 ◯ 52 ,000

売主が知 り
合いの会
社

0
売 主が高齢 のため処分
価 格で売却 買主が 将来利用する考えは ないが引き続き売り出 しをし て処分に協力 する意 志を示 され成約 。 ◯ ◯ 約１ 年 4

山 形県飽海 郡遊佐町菅 里字
十 里塚193-486　外１ 筆 ◯ 二中高

山形県飽海 郡遊佐町 比子字
青塚185

◯ 650 ,000 ◯ ◯ 32 ,500 ◯ 32 ,500 ◯ 地積の 確定は公簿 で行ない、境界の 確定は隣地 所有者と 立合をして位置を示した。 ◯ ◯ 5山 形県飽海 郡遊佐町比 子字
青 塚185

山形県東置 賜郡川西 町大字
上小松字宮 町3314番3

◯ 1,100 ,000 ◯ 55 ,000 ◯ 55 ,000 ◯ ◯ ◯
家財の 処分については親戚 の方の手伝 いをし てもらい毎週日曜日 に運搬処分 して２ヶ 月以上かか る。 駐車場がなか ったことで価格については 家屋の評価 は固定資産 評価額
の金額 に納得してもらう 。県外も含め、13人の方か ら購入 希望があり４ 番目の方に移 転する。
土地面 積54.17㎡　 建物木造２ Ｆ　70 .74㎡　昭 和55年 ４月新築　平 成8年5月 水まわり改装 済

◯ ◯ ◯ 2 ◯ 6山 形県東置 賜郡川西町 大字
上 小松字宮 町3314番3

◯ 一種住
居

山形 県東置賜 郡川西町大 字上小松字
富町 3314-3

3314番3 1 54.17 7 21 .8 非線 引 60 200 第一種住居 地域 宅地 南 公道 ４ ｍ
以 上

建築基準 法第42条 第１項第
１号

無

約
2

年

間

家
屋
有

（
狭
小

）

有
三
角
地

上小松字宮 町3314 宅
地

上小 松字宮町3314-10 宅
地

上小松 字宮町3316-7 宅
地

家
屋
有

（
良
好

）

有
整
地

家
屋
無

無
三
角
地

家
屋
有

（
良
好

）

有
整
地

山形県酒田 市南新町 一丁目
230-27（住所2-14） ◯ 500 ,000 ◯ 25 ,000

個人事業
主 25 ,000 ◯ ◯

売 主が横浜 にいるの
で、 酒田の物件 はどう に
か 解決したか った。

・現状で、修理 や、残存物 の処理を、借主負 担で賃貸
・賃貸で折り あいつかず売却へ ◯

安い物件
をの せたく
なかった

アパート経 営
し ている方
へ 、貸家とし
ての 提案。

3～5 ◯ 7
山 形県酒田 市南新町一 丁目
230-27（住 所2-14） ◯ ◯

一種住
居 山形 県酒田市 南新町一丁 目２-14 南新 町一丁目 230-27 1 165.28

西 9.5
ｍ　 南
14 .8ｍ

市街 化区域 60 200 第一種住居 地域 宅地 西 私道
４ ｍ
以 上

建築基準 法第４２条第 １項
第５号（位置指 定） 南 私道

４ｍ
以 上

建築基準法 第４２条第 １項
第５号（位置指 定） 無

約
5

年
間

家
屋

有

（
老
朽

）

無
三
角
地

（東）南新 町一丁目230-
28

（北）南新町一 丁目218-
6、218-7

家
屋
無

無
整
地

家
屋

有

（
良
好

）

有
整
地

山形県酒田 市小林字 村中44 ◯ 200 ,000 ◯ ◯ 10 ,000

セカンドハ
ウスとして
の利用予
定

10,000 市 場性なし
・情報誌に毎月 掲載。
・建物の管 理が無理になり つつな状況になり、 解体費用を考えると前述 の価格でも売却し たい意志を確認し売 買に至った。 ◯ ◯ 約１ 年 ◯ 2 ◯ 8山 形県酒田 市小林字村 中44 ◯ ◯

山形県酒田 市大川渡 字五反
割90-1

◯ 600 ,000 ◯ 30 ,000
風車用地 と
して利用 予
定

30,000 市 場性なし ・現地看板 設置
・情報誌に毎月 掲載

◯ 約15ヶ月 ◯ ◯ 9山 形県酒田 市大川渡字 五反
割 90-1

◯ ◯

山形県山形 市大字妙 見寺字
前ノ沢

◯ 700 ,000 ◯ 36 ,750 ◯ 36 ,750 ◯ ◯ ◯ ◯ 競売物 件からの買戻し 案件でありました。 落札者と しては高値売 却希望も、調整区 域かつ再建築 不可の物件 であったことから、最終的 に上記価格 で相方がまとまりまし た。 ◯
当事者 が
確定し てい

た

1.5 10山 形県山形 市大字妙見 寺字
前 ノ沢

◯ ◯ ◯

山形県米沢 市徳町8-17 ◯ 1,000 ,000 ◯ 54 ,000
収益目的
で 54 ,000 ◯ ◯ ◯

前 面道路土 地所有者と
の トラブル

市への 確認。前面 道路名義人 ２名へ伺い、通 行承諾通 行料を支 払っていた件 を確認 。内１名は 前所有者が 支払っていなかった事か ら、代 理とし て間に入り最終 的には承諾 を
得ることで解決し まし た。 ◯

紹介できる
対象外 知 人 3 ◯ 11山 形県米沢 市徳町8-17 ◯ ◯ 周辺住 民 ◯ 山形 県米沢市 徳町８番17号 米沢 市徳町2520番10 1 166 .5 12 13 非線 引 60 200 第一種住居 地域 宅地 南 私道

４ ｍ
未 満

建築基準 法第４２条第 １項
第５号（位置指 定）

約
2

年
間

家
屋
有

（
老
朽

）

無

小
規
模
地

米沢市徳町 2520-3
宅
地 米沢 市徳町2519-2

宅
地

家
屋
有

（
老
朽

）

有

小
規
模
地

家
屋
有

（
老
朽

）

有

小
規
模
地

山形県東村 山郡山辺 町大字
簗沢532番地 ◯ 800 ,000 ◯ 43 ,200

セカンドハ
ウスとして 43 ,200 ◯ ◯ 物 件所在地

山奥にある集落 につき、山 辺町中心部 から車 で30分の 距離。所有者 も高齢 、隣接者等 も世代 交代により境界 も不明 瞭であり調査に時 間を要 し建物も騰記上 でも築年 数不詳
推定100年以上経っている古民家であり 、構造等確 認も業 者立会いのもと行 いまし た。 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 2 ◯ 12

山 形県東村 山郡山辺町 大字
簗 沢532番地 ◯ ◯

リフォーム
業者 ◯

山形県鶴岡 市白山字 村北26 ◯ 30 ,000 ◯ 0 一般の方 0 ◯ ◯ ◯ 草 苦情、トイレ汲取り 建物は 、危険家屋 、残置物もあり、土 地価格より解 体費が高く売主 様も草 刈り対応 にも困まり 、家屋が草でおおわ れて近隣より苦 情がきて困り果 て、購入してくれ る方 がいて、
売主様 は手放せるだけで良い物 件でしたので、買 主様に、解体 費の価格や 物件現状を把握し て十分に検討 していただきました。

◯
売主が 急
いていた
為

約１ ヶ月 ◯ ◯ 13山 形県鶴岡 市白山字村 北26 ◯

山形県鶴岡 市東堀越 字桔梗
出9番地 ◯ 2,000 ,000 ◯ 100 ,000 ◯ 100 ,000

建 物老朽、ト イレが汲取
り の為

汲取り から下水道にする為の工 事費を売 主様へ提 出して、居住 する為 に最低限のリ フォーム費用、鶴 岡市内と は違い需要が 少ない事を理解していただきました。
解体するより建物 を必要 な方へ売却し た方が、売 主様にとって良い事を納得し て成約となり ました。 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 約１ 年 ◯ 1 ◯ 14

山 形県鶴岡 市東堀越字 桔梗
出 9番 地 ◯

山形県鶴岡 市馬町字 池ノ下
93番地1 ◯ 1,000 ,000 ◯ 50 ,000

個人で収
益物件探 し
てた方

50 ,000 ◯
建 物老朽、汚 損の為、
敷 地が広く草処 理

売主様 希望価格では 、成約するのが難 しい為、物件 を再度 認識していただき、売 買事例等を説明、資 料をおわ たし、解体 費、リフォーム肥 料を提 出して建物に価 値がない事を
理解し ていただきまし た。また、少しでも建物を綺麗にし て草刈り等も協力し ていただきまし た。 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

約１ 年
（H28.5 .2
8）

◯ 1 ◯ 15
山 形県鶴岡 市馬町字池 ノ下
93番地1 ◯

山形県酒田 市板野辺 新田字
東狢山18-1

◯ 2,000 ,000 ◯ 108 ,000 ◯ 108 ,000 ◯ 近隣の 方との話 合いのもと、現況で引 渡しと した。 ◯ ◯ ◯ 約46ヶ月 ◯ 11 ◯ 16山 形県酒田 市板野辺新 田字
東 狢山18-1

◯ ◯

山形県酒田 市黒森谷 地中
101-1

◯ 1,500 ,000 ◯ 81 ,000 81 ,000 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 17山 形県酒田 市黒森谷地 中
101-1

◯ ◯

山形県酒田 市局字局 47 ◯ 750 ,000 ◯ 40 ,500 近隣の方 40 ,500 ◯ 土地家 屋調査士か ら調査 をし ていただいた。 ◯ ◯ ◯ 約15ヶ月 他 不動産会
社 の紹介

18山 形県酒田 市局字局47 ◯ ◯

山形県鶴岡 市大東町 6番 ◯ 700 ,000 ◯ ◯ 35 ,000 ◯
買主は 羽黒町の出 身の方で現在 東京都に住まいの方 で、鶴岡に戻ってくる為の中古住 宅を頼 まれ て何件かの物 件を紹 介したが成 約に至らず（株 ）城西 拓業さんに大 東町の
物件の 話を危 機紹介し たら成約 になった。
リフォームの 為に２件の大 工さんを紹介し、 見積りを取ったりしたが 、最終的に自 分で手配し て、リフォームして現 在夫と２ 人で居住中である。

◯ 業者同 志
の会話

◯ 19山 形県鶴岡 市大東町6番 ◯ ◯ 二中高 山形 県鶴岡市 大東町６-46 ６番 14・６番13（持分 1/3） 2 152.05 8 9 .7 区域 内 80 300 近隣商業地 域 宅地 東 私道 ４ ｍ
未 満

建築基準 法第４２条第 ２項 無
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山形県酒田 市麓字楯 ノ腰82-
2 ◯ 850 ,000 ◯ 42 ,500

同じ学 区内
の住人 42,500 ◯ ◯ 上 下水道の 引込みなし

①地目 が農地であるにみお関らず未登記 の作業場が あり、解体が 必要であった。解体費用 で所有者の持 ち出 しがあっては売却の 意味がなくなってしまう為、安 く解体可能な
業者を見つけるのに苦労 した。
②前面 道路の市道 と宅地の 境界を示す鋲や杭が なく、確定をする為 には、酒田市 の立会が必 要であった。申 請書類の 作成、添付書 類の準備 、立会日の同 行など、 契約業務
以外の 仕事が多か った。

◯ ◯ 約2年 ◯ 20
山 形県酒田 市麓字楯ノ 腰82-
2 ◯ ◯ ◯ ◯ 山形 県酒田市 麓字楯ノ腰 82番２ 1 181 10 .1 約12 非線 引 60 200 第一種住居 地域

宅地
（地目
畑）

東 公道
４ ｍ
以 上

建築基準 法第４２条第 １項
第１号 無

家
屋
有

（
老
朽

）

無

不
整
形
地

麓字楯ノ 腰81番
宅
地 麓字 楯ノ腰84番

宅
地 麓字楯 ノ腰129番２ 畑

家
屋
有

（
良
好

）

有

不
整
形
地

家
屋
有

（
良
好

）

有
整
形
地

家
屋
無

無
整
形
地

山形県鶴岡 市湯野浜 2丁目
2-34 820 ,000 ◯ 41 ,000 一般人 41 ,000 ◯ ◯ 場 所と道路 が狭い

調査する為の 測量図や公 図が正確でなか った為、 市役所、支庁 に行って調 査したり しました。図面 上で行くと再建 築不可物 件であることが わかり、 価格交渉も行ないました。
但し 、結果（調査）は、再建 築可能と いうこともわ かりました。土 地と建物 の所有者 も別で連絡 をと るの にも苦労 しました。 ◯ 約1年 ◯ 来 店 4 ◯ 21

山 形県鶴岡 市湯野浜2丁目
2-34 ◯

山形県酒田 市麓字天 降堂54 72 ,000 ◯ 0 ◯ 0 ◯

平成27午11月 に酒田市役所 から移 住者の賃貸 借契約を結んで欲し いと依頼を受けました。月 々6千円の家賃 で契約書を双方交わ し仲介業 務として、 6,480円の手 数料を頂き
ました。その後 、酒田市空 家改修補助 金の制度を使い住宅 修繕工事を行いました。この制度 は賃貸借 物件に該当するものでした。と 、同時に酒田 市住宅リ フォーム総合支援
事業の 移住世帯の 補助金も利用し たいとの事でし たので市役所と 何度か打 ち合 わせを行いました。この制度は賃 貸物件では 該当する事が出来 ず売買した物件 が対象と なる
ものでしたので年度 替わったタイミングで売 買契約を結びこの制度を利用出来 るよう にお手伝い致し まし た。売買代金 は72,  000円です。仲 介手数料は 頂いておりません。今 回
のように、神 奈川県から移住し てきた方を行 政の方でも何とかし て欲しいと 言う強 い気 持ちが有り、 あの手この手でお客様に対 して敏速か つ的確に対応さ せて頂きました。

◯ ◯ 4～5 ◯ 22山 形県酒田 市麓字天降 堂54 ◯
一種住
居 山形 県酒田市 麓字天降堂 54 54 1 408.91 市街 化区域 60 200 第一種住居 地域 宅地 東 公道

４ ｍ
以 上

無
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有
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山形県尾花 沢市大字 鶴子字
岡田346番1

◯ 2,000 ,000 ◯ 100 ,000 冬限定移
住

100 ,000 ◯ ◯
・立地条件 では かなり厳し く、不動産情 報ネットに掲 載し県内 だけではなく、県外の方 も見られるようにしまし た。その結果、隣 県の方が購 入（冬限定居住 ）さ れました。
・場所がら雪が深い為 、売主も早く手放し たいとの意向 の為低康価 格に応じ、 契約成立と なしました。
・不動産情 報ネットには、 該当物件の 写真の他、 近隣の観光 地や温泉施 設の写真も掲載し 、地元以 外の方への アピールを重視し まし た。

◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 2 ◯ 23山 形県尾花 沢市大字鶴 子字
岡 田346番1

◯ ◯ ◯

山形県酒田 市字上村 ◯ 1,000 ,000 ◯ 50 ,000
酒田市内
在住 50,000 ◯

市街化 調整区域内 の物件のため用 途に相当な成約 を受け、 建築当時（昭和 56年）の使い方によっては買主の 希望する事業が出 来るかもし れない。という こと になり。売主 の
記憶を辿ったり当時の 古い住宅地 図を探し 出して当 時の用途に見 当を付 けて何とか買 主の行う 事業が出来 る運 びとなった。 ◯ ◯ 約１ ◯ ◯ 5 ◯ 24山 形県酒田 市字上村 ◯ ◯

山形県酒田 市浜中字 八間山
277番地 ◯ 1,880 ,000 ◯ 101 ,500 ◯ 101 ,500 ◯ 市 街化調整 区域 価格ダウンにて現状 有姿にて内部の 残置物も買主に利用 してもらった。 ◯ ◯ ◯ ◯ 約１ 年 会 社へ来店 2 ◯ 25

山 形県酒田 市浜中字八 間山
277番地 ◯

山形県酒田 市十里塚 字村東
山北91番 地25 ◯ 800 ,000 ◯ 43 ,200 ◯ 43 ,200 ◯

建 物状態が 悪い、市街
化 調整区域 建物状 態が悪かった為買主 の倉庫利用 の目的と マッチングするのに価 格の面で着地 点を定 めた。 ◯ ◯ ◯ ◯ 3 ◯ 26

山 形県酒田 市十里塚字 村東
山 北91番 地25 ◯

山形県尾花 沢市上町 6丁目
2026番

◯ 800 ,000 ◯ 40 ,000 ◯ 40 ,000 ◯ ◯
物件の 立地条件の 悪さと 築年数が経 っていること から、売主希望 価格では売却 は難しいことを伝え
売主側 も早急 に売却した事 から価 格の見直し をし てもらいまし た。 不動産 情報ネット には、該当物 件の写真の 他、近隣の 観光地や温 泉施設の写 真も掲 載し 地元 以外の方へ

のアピールを重 視しました。

◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 0 ◯ 山 形県尾花 沢市上町6丁目
2026番

◯ ◯

鶴岡市蕩温 海字湯之 里172-
7

◯ 50 ,000 2 ,500 2,500 H 26 .3.16～ H27 .6.14 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

無接道 物件の為、 隣接する道路を調査し た結果、所有 者のほかに共 有者がおり、 その相続登記 が未済
だった事や当物件 に抵当設定が されており 、解除するための手続きなどに多くの時間 を要し た。又、当
物件は 動物病院だった為、診 察で使われていた特 殊な機械もあり、処分 するまでの調 査などにも時間を
委し た。

相続登 記・抵当権設定 解除の手続 きは 、所有者の 費用上の都 合で、専門業 者には依頼せ ず、すべて自分で行う という ことになったが、当 然わからないこと が多く何度も連絡を
取り 説明すること によって、何と か収まった。 買主は無接 道物件を低廉価格 で買い取る業者で、リ フォーム後低家賃 での賃貸を計画し ていたので、当物件と マッチングした。

◯ ◯ 12ヶ月 ◯ ◯ 鶴 岡市蕩温 海字湯之里 172-
7

◯

鶴岡市若葉 町18-21 ◯ 1,300 ,000 65 ,000 65 ,000 H 25 .8.8～H28.2 .19 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
増築を繰り 返ししている建物 で、雨漏り もしていたり 、敷地内 駐車場や駐 車スペースも確 保できていない
為、価 格を安 く設 定しても問い合わせ がなかった。 所有者が 遠方にお住まいで、残置 物である室内の
荷物を整理するのに時 間が相当か かり、買 主募集までに時間を要した。

ホームページ・レインズ・ポータ ルサイトなどに登 録し、幅 広く募集しまし たが近隣の方 で購入希望者 が現れ、倉 庫代わり に使用する目的で成約 に至った。 ◯ ◯ ◯ ◯ 20ヶ月 ◯ ◯ 鶴 岡市若葉 町18-21 ◯ 二中高 山形 県鶴岡市 若葉町18-21 若葉 町18-16 1 166.21 12 12 市街 化区域 60 200 第二種中高 層住居専 用
地域

宅地 西 公道 ４ ｍ
未 満

建築基準 法第４２条第 ２項 無

家
屋
有

（
老
朽

）

無
整
地 18番15 宅

地
18番17 宅

地
18番 ３ 宅

地

家
屋
有

（
良
好

）

有
整
地

家
屋
有

（
良
好

）

有
整
地

家
屋
有

（
良
好

）

有
整
地

鶴岡市大東 町19-77 ◯ 200 ,000 10 ,000 10 ,000 H 27 .10 .15～H27 .12 .8 ◯ ◯ ◯
買主様 から、 自宅に通じ る市 道が狭〈、車の出 入りが大 変なため、土地の 一部を売 ってほし いという 相談
があり 、所有者を調べ交 渉したが、遠 方にお住いの為、 TEし や郵送でし か連絡が取 れず、売買成 立まで
の交渉 に時間が要し た。

長年、 車の出入り に困っていた買 主様の依頼 を受け、 成立に至り まし たが、電話や 郵送での交渉 は思っていたより 、大変でし たが買主様に大 変喜んでいただきました。 ◯
買主が 既
に決まって
いた為

0ヶ月 鶴 岡市大東 町19-77 ◯ ◯ ◯

鶴岡市宝徳 字仲田50 ◯ 500 ,000 25 ,000 25 ,000 H 27 .12 .12～H28 .3 .14 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 購 入者の想 定が難し
か った。

郊外の 物件で、築年 数不詳の為 、購入者を想定できなかったこと や、部落 で住宅が点在 した地域でもあ
るため、部落の 実力者を探すにも時 間がかか り、困難を極めた。

隣地所 有者も購入意思が あったが、価 格交渉において、買 主様が隣地 所有者様 より も高い価 格で申し出 があり、成約 に至った。 買主様は三 川地域でチラシ配布 した際の問 い
合わせ を後日 いただき、価 格交渉の結 果契約に至 った。

◯ ◯ ◯ ◯ 3ヶ月 ◯ ◯ 鶴 岡市宝徳 字仲田50 ◯ ◯ ◯

鶴岡市神明 町8番 22・8番 23 ◯ 1,500 ,000 75 ,000 69 ,445 H 24 .7.17～ H29 .1.18 ◯ ◯ 売 主が施設 へ入居
当物件 の前面道路 が狭隘だったため、市道に面 する隣 接土地所有 者に交渉をする為、何度も足を運ん
だり、 連絡を取 ったり しましたが応じ てくれること はなく、多くの時間 や、労力を費やし た。又売主 が施設
へ入居 した為、限 られた時 間での価格交 渉等を行い、販売に至るまで、時間 がかかった。

しば らく隣地所 有者との 距離を置き、他の反響 もないまま様子を見ていたが、家を建てるために土地を探していた買 主が相談に来 て、条件に合う 当物件を紹介し たところ、 成約
に至った。 ◯ ◯ ◯ ◯ 約5年 ◯ ◯ 鶴 岡市神明 町8番  22・8番 23 ◯ ◯

鶴岡市黒川 字小在家 71 ◯ 150 ,000 7 ,500 7,500 H 28 .12 .13～H29 .2 .17 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

未登記 の車庫がある土地 が地目上畑 であった為地 目変更の手 続きや、相続登 記も未 済でした。又 所有
者ご自身が 売却したいと いう希望が ありながら、不安を抱えていた為、何 度も連 絡をと り、納得 して頂くま
で時間が かかった。さらに建物の老朽 化が激し く、すでに雪により屋根が 落ちていた為、阜く解体 しなけ
ればならない状態でし た。

売主側 は、自分で解 体することを望まず、低廉 で売却すること により 、買主側 で解体してもらえるよう希 望していた為、その 旨を買 主側へ交渉 したところ、同意を得ること がで
き、成約に至った。

◯
買主が 既
に決まって
いた為

0ヶ月
隣 地の為、売
主 へ直接交
渉 した。

鶴 岡市黒川 字小在家71 ◯ ◯ ◯

司法書 士
が売主 側
と買 主側
で別々

◯

鶴岡市上山 添字神明 前340 ◯ 500 ,000 25 ,000 25 ,000 H 28 .12 .26～H29 .2 .22 ◯ ◯ ◯ ◯ 農 地の取扱 い
買主が 遠方の為、 残置物処分 の件や、引 渡し時期 、また農 地の取扱 いなど調整するのが 大変だった。
そして敷 地内には井戸 があり、鶴岡 市道の消 雪用に提供し ていたこと が調査で分か ったが、 買主は自
分たちがその井 戸を使 用したいという 強い意志が あり話をまとめるのが大変 だった。

井戸に関 しては鶴岡 市道に以前か ら提供 していたこと を理 解していただき、最終的 には買主が納 得できる形 で市への提供 という了 解をいただき纏まった。  また残置物に関 し
ても売主側での処 分が厳し い為、買主が処 分するという条 件で廉価での売 賓となった。

◯
買主が 既
に決まって
いた為

0ヶ月 ◯

市 役所・つる
おか ランド・バ
ンクより の紹
介 の移住希
望 者

鶴 岡市上山 添字神明前 340 ◯ ◯ ◯

鶴岡市藤島 長沼字宮 前113 ◯ 500 ,000 25 ,000 25 ,000 H 27 .5.11～ H29 .2.23 ◯ ◯ ◯ ◯
土地にか なり古い担保 が入っていたので  それを抹消した点
付属の 畑が農転許 可下りない地 域だったの で、 売買できない点 担保の 抹消は加藤 先生にお願いし 、解決した。 畑は使用貸 借にして使ってもらうことで話 をすすめた。 ◯ ◯ ◯ 約22ヶ月 現 地看板 鶴 岡市藤島 長沼字宮前 113 ◯ ◯

残置物 の処分⇒売 主様と残 置物の確認 、撤去業者 と現調、 撤去後の現 場確認など、残置物 の撤去だ

家
屋

の
状
況

居
住

の
有
無

土
地

形
状
①

土
地

形
状
②

住
居
表
示

地
番

合
計
筆

数

（
筆

）

面
積

（
㎡

）

間
口

（
ｍ

）

奥
行

（
ｍ

）

都
市
計
画

建
ぺ
い

率

（
％

）

容
積
率

（
％

）

用
途
地
域

土
地

の
現
況

前 面道路の状 況①

ランドバンク事業の導 入可能性物 件所在

売
買
金
額

（
税
込

）
円

物件情報の 提供方法

② 左記①の 対策とし て、どの よう な対応や交渉 を行ったか。

成 約内容 売主 買 主 ①物 件の低廉売 却に至った問題点・困難点コーディ
ネート助

②上記 ①で、特に多くの 時間や労力 を費や し、困難を極めたことは何 ですか。

コ
ン
タ

ク
ト

履
歴

用途地域
の内外

用
途
地

域
の
種
類

掲載期間 隣接 地① 隣 接地② 隣 接地③心理的
瑕疵

③物件情 報の提供方 法と掲載 期間

売
却
ま
で
の
空
き
期
間

（
年

）

空き家の管
理状況

その 他の関係者④買 主の情報源

物件 所在

前面 道路の状 況② 隣 接地① 隣接 地② 隣接地③

空
き

家
期
間

基礎的調査 詳細調査 

土地条件

【狭隘道路】
幅員6ｍ未満

 （間口2ｍ未満、
又は無接道：無）

【袋小路】
行止まり道路

【 狭小宅地】
150㎡未満

【 不整形地】
個別判定

－ － － － 市場性あり

－ ● － － 市場性あり

－ － ●

－ ● ●

● － －

● － ●

● ● －

● ● ●

Ｂ 宅地環境危険ﾀｲﾌﾟ

Ａ 宅地不良ﾀｲﾌﾟ

接道条件

概 念 図
事業適用の判定

（課題タイプ）

物　件
カルテ

Ｎｏ.

一次判定（市場性）

土地条件

【狭隘道路】
幅員6ｍ未満

 （間口2ｍ未満、
又は無接道：無）

【袋小路】
行止まり道路

【狭小宅地】
150㎡未満
【不整形地】
個別判定

【家屋状況】 【意向①】
事業への
協力意向

【意向②】
土地利用
意　　　向

【立地条件】
市街地種別

【周辺施設】
公共公益
施設不足

－ － － － 市場性あり － － － － －

－ ● － － 市場性あり － － － － －

－ － ●

 □居住あり

 □居住なし
 □家屋なし

 □老朽家屋
 □建替希望

 □協力する

 □協力しない

 □在住希望

 □売却希望

 □道路不足地区

 □狭隘地区
 □その他

 □公園不足

 □駐車場不足
 □集会所不足

 □その他不足

－ ● ●

 □居住あり
 □居住なし

 □家屋なし
 □老朽家屋
 □建替希望

 □協力する
 □協力しない

 □在住希望
 □売却希望

 □道路不足地区
 □狭隘地区

 □その他

 □公園不足
 □駐車場不足

 □集会所不足
 □その他不足

● － －

 □居住あり

 □居住なし
 □家屋なし

 □老朽家屋
 □建替希望

 □協力する

 □協力しない

 □在住希望

 □売却希望

 □道路不足地区

 □狭隘地区
 □その他

 □公園不足

 □駐車場不足
 □集会所不足

 □その他不足

● － ●

 □居住あり
 □居住なし

 □家屋なし
 □老朽家屋
 □建替希望

 □協力する
 □協力しない

 □在住希望
 □売却希望

 □道路不足地区
 □狭隘地区

 □その他

 □公園不足
 □駐車場不足

 □集会所不足
 □その他不足

● ● －

 □居住あり

 □居住なし
 □家屋なし

 □老朽家屋
 □建替希望

 □協力する

 □協力しない

 □在住希望

 □売却希望

 □道路不足地区

 □狭隘地区
 □その他

 □公園不足

 □駐車場不足
 □集会所不足

 □その他不足

● ● ●

 □居住あり
 □居住なし

 □家屋なし
 □老朽家屋

 □建替希望

 □協力する
 □協力しない

 □在住希望
 □売却希望

 □道路不足地区
 □狭隘地区

 □その他

 □公園不足
 □駐車場不足

 □集会所不足
 □その他不足

Ｂ 宅地環境危険ﾀｲﾌﾟ

ケース②
(ＢＣＤＥ事業)

ケース③
(ＡＢＣＤＥ事業)

ケース①

(ＣＤＥ事業)
Ａ 宅地不良ﾀｲﾌﾟ

 ☑Ａ：袋小路接続事業
 ☑Ｂ：道路拡幅事業
 ☑Ｃ：隣地一体整備事業

　　（整形化ﾀｲﾌ゚ 、合併化ﾀｲﾌﾟ）

 ☑Ｄ：公益施設整備事業
 ☑Ｅ：狭隘地整序事業

 □Ａ：袋小路接続事業
 ☑Ｂ：道路拡幅事業

 ☑Ｃ：隣地一体整備事業
　　（整形化ﾀｲﾌ゚ 、合併化ﾀｲﾌﾟ）

 ☑Ｄ：公益施設整備事業
 ☑Ｅ：狭隘地整序事業

 ☑Ａ：袋小路接続事業
 ☑Ｂ：道路拡幅事業

 ☑Ｃ：隣地一体整備事業
　　（整形化ﾀｲﾌ゚ 、合併化ﾀｲﾌﾟ）

 ☑Ｄ：公益施設整備事業
 ☑Ｅ：狭隘地整序事業

 □Ａ：袋小路接続事業

 ☑Ｂ：道路拡幅事業
 ☑Ｃ：隣地一体整備事業

　　（整形化ﾀｲﾌ゚ 、合併化ﾀｲﾌﾟ）

 ☑Ｄ：公益施設整備事業
 ☑Ｅ：狭隘地整序事業

類型別
事　 業

ケース
スタディ

接道条件

概 念 図
事業適用の判定

（課題タイプ）

隣接地条件
事業適用の判定

（事業タイプ）

※カルテを見て検討し

プルダウンリスト選択

市街地状況

－

－

 □Ａ：袋小路接続事業
 □Ｂ：道路拡幅事業

 ☑Ｃ：隣地一体整備事業
　　（整形化ﾀｲﾌ゚ 、合併化ﾀｲﾌﾟ）

 ☑Ｄ：公益施設整備事業

 ☑Ｅ：狭隘地整序事業

 □Ａ：袋小路接続事業

 □Ｂ：道路拡幅事業
 ☑Ｃ：隣地一体整備事業

　　（整形化ﾀｲﾌ゚ 、合併化ﾀｲﾌﾟ）

 ☑Ｄ：公益施設整備事業
 ☑Ｅ：狭隘地整序事業

物　件
カルテ

Ｎｏ.

一次判定（市場性） 二次判定（事業タイプ）

ランドバンク
事業検討へ 
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図 15 つるおかランド・バンクＨＰ 

４．公表用ＨＰ・解析システムの開発 

①公表用ＨＰ・解析システムの作成 

本モデル事業における成果を公表するための公

表用ＨＰの作成を行った。また、「１．解決事例・

課題事例の収集・類型化」の取り組み同様に、低

廉物件に至る事由を探るべく、また低廉物件の成

約につなげられるようＨＰ内における検索システ

ムの改修を行った。 

ＨＰにおける物件検索の仕組みについて、エリ

アからの検索のみではなく、購入等希望者が空き

家に対しどういった視点に興味を持って検索して

いるかを探るため、「エリア」、「土地面積」、「金額」

からも検索ができるようにし、かつ検索結果を集

計できるようにした。その他検索条件として、「間

取り」や「駐車場の有無」、「上下水道の有無」な

どによる検索も検討したが、公開物件の中の情報

が整わず検索条件からは除くこととした。 

 

５．ランドバンクシステム化の検討 

①ランドバンクシステムの活用・維持方策の検討 

ランドバンク事業のノウハウについて、システム化することで第三者が容易かつ効率的に活

用するための仕組みづくりについて検討を行った。また、ランドバンク事業の推進がＮＰＯの

維持と直結していることから、以下の点について検討を行った。 

・背景技術の調査・検討 

・ランドバンク事業の技術的特長・優位性の確認・検討 

・ランドバンク事業のシステム化に伴う実施形態の検討 

・ブランド展開に基づくマーケティング調査 

 

②ランドバンク事業推進チラシの作成 

本事業の目的はランドバンク事業の周知と推進であるこ

とから、ランドバンク事業の取り組みのＰＲ、理解促進の

ため事業推進用チラシを作成した。 

 

 

 

図 16 ランドバンク事業チラシ 
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（３）成果 

①ランド・バンクマニュアル 

「つるおかランドバンク事業ガイド」（名称） 

①事業ガイド作成目的 

ランドバンク事業は、無接道のため建築物の再築が困難であったり、土地の形状が悪いなどを理

由とした不動産市場に流通しづらい物件を対象として、前面道路や隣接地を巻き込んだ整備を行う

ことにより、接道状況や土地形状の改善を図ることで住環境を整備し、不動産市場に流通する付加

価値の付いた不動産を生み出し、空き家・空き地の解消を図る事業である。ランドバンク事業は、

これまでにない独自性・特殊性を有する事業であることから、その存在は知られていても広く普及

しない状況があった。そのため、ランドバンク事業ガイド（以下、当ガイド）は、既存の市街地整

備手法である市街地開発事業等では整序困難な状況に対応する新たな敷地整序手法として、ランド

バンク事業の普及を目的として作成するものである。 

②想定される利用者 

当ガイドは、つるおかランド・バンク参画団体のほか、主に宅建業者や司法書士等により構成さ

れる空き家関連ＮＰＯや地方公共団体の空き家担当者などの利用を想定している。 

③事業ガイドの概要 

１）目次構成 

当ガイドは全７章により構成される。第１章では事業の概要を説明し、第２章～第５章において

事業の開始から実施・完了までの一連の内容を掲載している。第６章～第７章は、現時点における

事業推進上の課題や要件等を整理している。各章の概要を次項以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）第１章 ランドバンク事業の概要 

ランドバンク事業は、大きく３

つの段階（①調査準備段階、②設

計調整段階、③事業実施段階）に

より事業が行われる。各段階にお

ける作業内容等は、図17のとおり。 

図 18 ランドバンク事業の流れ 

図 17 ランドバンク事業ガイドの目次 

はじめに 

第１章 ランドバンク事業の概要 
１．新たな時代における街づくりの手法の必要性 

２．ランドバンク事業の特徴と効果 

３．ランドバンク事業の進め方 

第２章 事業の調査・整備方針 
１．依頼物件の市場性調査（一次判定） 

２．実態調査及び現地踏査 

３．権利調査、従前の土地図の作成 

４．土地利用意向調査及び事業区域の設定 

５．周辺部を含めた整備課題の整理 

６．区画再編の事業タイプ（二次判定） 

第３章 区画再編設計 
１．区画再編の方針 

２．区画再編設計の検討 

３．概算事業費の算定 

４．区画再編設計案の説明 

第４章 事業計画・実施設計 
１．測量の実施 

 

２．土木詳細設計及び工事費の算定 

３．事業計画案の作成 

４．区画再編計画の作成 

５．事業計画案、区画再編計画案の説明及び同意取得 

６．売買契約書案・交換契約書案の作成 

第５章 事業の実施 
１．関係権利者との契約締結 

２．事業費負担金の徴収手続き及び税金 

３．工事の実施 

４．境界杭の設置と出来形確認測量 

５．道路位置指定手続き、道路の寄付手続き 

６．区画再編登記申請 

７．土地売買代金の徴収・交付事務及び税金 

第６章 事業の法的・政策的課題 
１．事業段階別にみる法的・政策的課題 

第７章 開発基準・市道要件基準 
１．開発基準の見直し 

２．市道寄付受付基準 
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ランドバンク事業は、事業実施

までのステップが多岐に渡り、複

数の権利者及び各種関係機関との

調整や様々な専門的課題を横断的

に、そしてスピーディに解決して

いくことが求められることから、

権利調整や法的手続き、土地活用

などの専門的技術を有する「ラン

ドバンク組織」が、事業コーディ

ネートを行っていくことが必要と

なる。 

そのため、ランドバンク組織が

事業コーディネートを行うに当た

っては、複数の専門家をランドバ

ンク組織の会員メンバーとしてお 

くとともに、それぞれのランドバンク事業の整備課題や整備内容に基づき、事業ごとに必要となる

専門家を構成員とした専門チームを編成し、事業推進体制を構築して進めることが必要となる。 

３）第２章 事業の調査・基本方針 

2-1)依頼物件の市場性調査（一次判定） 

ランドバンク事業の検討が始まるきっかけは、一般権利者の自主的な発意から始まり、それには、

主に以下の二つの発意が考えられる。 

 

 

 

このような悩みを抱える権利者が市町村のランドバンク組織に相談が寄せられるところから事

業の調査が始まる。 

まず、依頼物件について、ランドバンク事業によ

る区画再編が必要な土地かどうかの判定を行う。 

判定に用いられる要素としては、接道条件と土地

条件があり、４ｍ未満の狭隘道路にしか接道してい

ない土地や無接道の土地、接道間口が２ｍ未満の土

地などで建築基準法の接道要件から建築行為が不能

な土地かどうか、また、非常に狭小な土地や不整形

な土地で土地利用が困難な土地かどうかという要素

により判定していく。 

この判定結果により、依頼物件が単独で利用可能

な土地については、ランドバンク登録や宣伝などの

取組により解決を図る。 

しかし、市場にのらない利用困難な土地として判 

定された依頼物件については、隣接地を含めた事業

を展開することで、土地の有効活用を推進する方策

の検討が必要となる。一次判定の結果例（市場性の

判定と課題タイプの基本類型）を図 19 に示す。

図 19 ランドバンク事業の推進体制図 

① 所有している低未利用地等が中々売却できずに困っており、どうにかして売りたい。

② 所有している低未利用地等を土地活用したい。 

図 20 市場性判定と課題タイプの例 
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2-2)実態調査及び現地調査 

ランドバンク事業は、非常に小規模な範囲での土地活用を目的としたプロジェクトだが、このプ

ロジェクトを検討する上で必要となる条件を、広い範囲で整理しておく必要がある。具体的な調

査・整理項目は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3)権利調査、従前の土地図の作成 

のため、現況図をベースとして、公図の

情報と登記情報を現況図に重ね合わせて

調整した「従前の土地図」を作成する。公

図の土地形状は必ずしも正確でないこと

から、公図の土地形状を現況図になじむよ

うに修正を加えながら作図する。 

 

 

 

 

 

 

2-4)土地利用意向調査及び事業区域の想定 

ランドバンク事業は、隣接権利者の協力

が不可欠であるため、隣接権利者の土地利

用意向についてヒアリング調査を実施す

ることが、事業プランニングの第一歩とな

る。 

ヒアリング調査は、多種多様な希望が出

てくることが想定されるが、当該調査段階

では、大きく３つの意向区分（イ.残留希

望、ロ.売却希望、ハ.現状維持希望）に単

純化して整理する。ヒアリング調査の結果

について、従前の土地図面に着色を行い、

権利者の意向図を作成する。 

また、ランドバンク事業は、全員同意型の任意事業であることから、当然、事業への参加を希望

する権利者の土地以外は事業範囲に取り込むことはできない。このため、参加希望者の土地を囲む

ことで、ランドバンク事業の事業区域の範囲が結果として想定される。 

公図による隣接地等の調査 

隣接地の登記事項調査 

現況図の入手 

従前の土地図の作成 

図 21 従前の土地図のイメージ 

ランドバンク

ランドバンク

図 22 権利者の意向図のイメージ 

ランドバンク

ランドバンク

近隣との関係や地域の特性 

・依頼物件所有者と近隣権利者との人間関係等

を把握。 

・依頼物件が属する地域における人口構造、産

業構造、歴史的変遷、気候、風土、文化など

の特性を必要に応じて調査。 

上位計画の位置付け 

・依頼物件が属する地域が、市町村マスタープラン

等の中でどのような位置づけがされているのか

を把握。 

・当該地域の都市計画図を入手し、依頼物件の周辺

地域における都市計画の主な指定内容を把握。 

周辺部における開発プロジェ

クト等 
・当該地域で事業中又は構想中の

開発プロジェクトを調査し、当

該地域で検討する事業との整

合性を図るために留意すべき

事項などを把握 

道路条件調査 

・ランドバンク事業の検討対象となる土地は、建築敷地としての道路接道要件を満たしていない

場合が多いため、道路の状況把握は特に欠かせない。 

・道路等の状況は、当該自治体の道路管理課または建築指導課に行き、当該道路状の土地が「２

項道路」、「位置指定道路」、もしくは「どちらの指定もない道路状の土地」かを確認する。 

・２項道路でも位置指定道路でもない場合は、新たに２項道路に指定されるかどうか、また指定

されない場合には位置指定道路を整備することを検討する。 

現地踏査 
・実際に現地をくまなく

歩いてまわり、現地の

生活者になったつもり

で、ニュートラルな気

持ちでまちを観察。 
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2-5)周辺部を含めた整備課題の整理 

事業を検討するに当たり、これまでに把

握した広域条件調査、現地踏査、権利調査、

意向調査等のまとめとして、市街地環境上

の課題を整理し、市街地環境課題図を作成

する。 

 

 

 

2-6)区画再編の基本方針（二次判定） 

市街地環境課題図による当該地区の条

件を踏まえ、事業参加希望の権利者の土地

の有効活用を実現させるためにはどのよ

うな整備が必要なのかを検討するととも

に、当該地区に適用する事業タイプの組み

合わせを明らかにし、区画再編基本方針図

を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）第３章 区画再編設計 

 

第３章では、画地や道路の設計、概算事

業費の算出、権利者への説明等を行いなが

ら、区画再編設計を完成させるための基本

的な事項を記載している。 

実際に実現可能な設計案を造り上げる

ためには、図 25 の検討プロセスを繰り返

し行うことが必要であり、複数の条件の中

での総合的な判断と緻密な組み立てが必

要となる。 

図 25 事業タイプの例 

ランドバンク

図 24 区画再編基本方針図のイメージ 

ランドバンク

ランドバンク

図 23 市街地環境課題図のイメージ 

ランドバンク

ランドバンク

図 26 区画再編設計の検討プロセス 
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4-1)区画再編整備方針及び区域設定 

これまでの実態調査及び現地踏査、関係

権利者の意向調査や周辺部を含めた市街

地環境における課題、基本方針（二次判定）

などを参考として、区画再編整備に向けた

条件を整理し、この条件に基づき、区画再

編整備方針の検討を行う。また、区画再編

整備方針の内容に基づき、区画再編整備方

針図を作成する。 

 

4-2)区画再編設計案の作成 

区画再編設計は、区画再編整備方針図で

示した条件・方針にもとづいて、画地・街

区の形状や道路の幅員や線形などを設計

するとともに、権利者が所有する従前の宅

地について、区画再編整備後に位置や面積、

形状がどのように定められ、それぞれ誰の

所有地になるのかを明確にする。 

それに合わせて、整地設計や道路の舗装

設計、上下水道等の供給処理施設設計など

の基本的な土木設計を行い、区画再編整備

に必要な工事の種目や概算数量等を明ら

かにする。 

 

4-3)事業収支構造のチェック 

ランドバンク事業のような小規模な土

地整備に要する費用は、土地買収費、工事

費、調査設計費及び事務費となる。区画再

編設計と合わせて事業費の概算額を算定

し、関係権利者に対する概算見積書とする。 

事業費を捻出するために、区画再編後の

土地を宅地分譲する場合は、その土地の売

却益を試算しておくことが必要となる。区

画再編後の土地の売却益の試算は、周辺地

価の状況と区画再編後の土地の接道条件、

画地条件、マーケットの需給価格等を勘案

して設定する。 

事業を実現可能とするためには、収入額

（財源）と支出額（総事業費）のバランス

が保てていなければ成り立たない。支出額

が収入額を上回っている場合には、総事業

費の軽減策を設計段階から再検討するか、

新たな財源確保の可能性を検討する必要

がある。

収  入 支  出 

種 別 金額(千円) ％ 種 別 金額(千円) ％ 

 ランドバンク助成金    公共施設整備費   

 宅地分譲処分金    移転補償費   

 借入金    移設補償費   

 権利者負担金    インフラ整備費   

    整地費   

    工事雑費   

    調査設計費（測量、土木設計）   

    申請書作成費   

   
 事務手数料（登記、契約、仲

介） 
  

    借入金利息   

      

合 計   合 計   

 

図 30 事業収支計画書のイメージ 

図 29 土地売却処分単価の検討イメージ 

ランドバンク

ランドバンク

図 28 区画再編設計（素案）のイメージ 

ランドバンク

ランドバンク

図 27 区画再編整備方針図のイメージ 

ランドバンク

ランドバンク
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4-4)区画再編設計案の確認 

区画再編の設計にあたっては、事前に市

役所の道路管理課、建築指導課、水道課、

下水道課等関係各課に設計の方針を説明

し、建築敷地としての要件を満たすかどう

か確認する。 

次いで、関係権利者に対して区画再編設

計案の内容と概算事業費について説明す

る。関係権利者への説明は、各権利者に対

して個別的に行い、対象地域の課題や解決

策、資産価値の保全のための取り組みであ

ること、区画再編事業を行うことのメリッ

トとそのために掛かる負担などについて

も十分に説明することが大切である。また、

関係権利者における将来土地利用の詳細

な意向を確認し、それを充分に踏まえなが

ら区画再編設計のプランを固めていく。 

 

4-5)区画再編設計の完成 

通常、区画再編設計の検討プロセスの中

で、設計上の問題点、事業収支上の問題点、

関係権利者等との協議により生じた問題

点などが複数発生することとなる。この区

画再編設計（素案）に対する問題点につい

て、その都度、設計の見直し方針を検討し、

修正作業を繰り返すことで、事業が成立し、

関係権利者も納得する設計が完成するこ

ととなる。 

 

５）第４章 事業計画・実施設計 

事業計画及び実施設計は以下の流れで進められる。 

測量の実施 現況測量 ⇒ 一筆測量 ⇒ 街区・画地確定測量 

 

土木詳細設計及び工事費の算定 土木詳細設計及び工事費の算定 

 

事業計画案の作成 事業計画書（事業の名称等、施行地区、設計の概要、事業施行期間、資金計画書） 

 

区画再編計画の作成 土地分合筆計画図の作成 ⇒ 区画再編明細の作成 ⇒ 費用負担明細書の作成 

 

事業計画案、区画再編計画案の説明及び同意取得 市役所関係課への説明・確認 ⇒ 関係権利者への説明及び同意取得 

 

売買契約書案・交換契約書案の作成 区画再編計画の内容に基づき売買契約書又は交換契約書を作成 

ランドバンク

図 32 区画再編設計図（修正後：完成図） 

図31 区画再編設計図（素案）に対する問題 

ランドバンク
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６）第５章 事業の実施 

事業実施は以下の流れで進められる。 

関係権利者との契約締結 契約書の締結事務は、ランドバンク事業における施行者が仲介する形で行う 

 

事業費負担金の徴収手続き及び税金 
工事発注による歳出に先立って資金計画上の歳入額に計上するため、費用負担明

細書に基づき、各権利者から事業費負担金の徴収を行う 
 

工事の実施 施工計画書の作成 ⇒ 土木施工業者の選定と委託 ⇒ 工事の実施 

 

境界杭の設置と出来形確認測量 出来形確認測量 ⇒ 国土調査法の認証 

 

道路位置指定手続き、道路の寄付手続き 

・位置指定手続きが必要な場合には、特定行政庁に対して申請を行う 

・事業により整備された道路について、寄付手続きが必要な場合には、各自治体に

対して道路の寄付における申請を行う 

 

区画再編登記申請 
地積更生登記申請書、分筆登記申請書、所有権移転登記申請書、地目変更登記

申請書、合筆登記申請書 
 

土地売買代金の徴収・交付事務及び税金 土地売買契約書で定められた売買代金の徴収と交付の手続きを行う 

 

７）第６章 事業の法的・政策的課題 

ランドバンク事業は既存の法制度には位置づけのない事業であるため、事業推進において様々な

課題がみられる。主な課題の一部を以下に記載する。 

① ランドバンク組織の公的位置付け 

ランドバンク組織を公的な機関として位置づけるため、既存機関のランドバンク組織としての

指定、公的機関や特殊法人としての創設が望まれる。 

② 相続登記や後見人制度の改正 

相続問題のスポット的な法改正の提案 

１．相続人５人のうち１人非協力⇒５分の４以上の同意で売却可能など 

２．相続人不明⇒隣地者の申出で売却可能など 

３．ランドバンクへの買付申込書を添付で利害関係者として売却可能など 

③ 整備費、調査費等に対する助成制度 

ランドバンク組織が区画再編設計を検討するにあたって、対象地の所有者がその費用を負担す

ることが想定されるが、その負担に対して国や地方公共団体が一部を補助する等の助成制度の整

備が必要と考えられる。また、一般財団法人首都圏不燃建築公社が民間のまちづくり活動を支援

するコンサルタントに対して調査費を支援しているが、区画再編設計を行うコンサルタントに対

する同種の支援制度ができないか。 

④ 無利子貸付金制度の適用 

ランドバンク事業の費用に対して市が無利子貸付を行う場合には、国が貸付金の一部を補助す

る無利子貸付金制度が望まれる。 

⑤ 登録免許税・不動産取得税免除等の税制の特例 

ランドバンク事業にともなう不動産の新たな権利設定に対する登録免許税については、土地区

画整理事業と同様に非課税とすることが望まれる。 
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８）第７章 開発基準・市道要件基準 

 都市計画区域内における1,000㎡以上の土地利用については都市計画法に基づく開発許可が

必要となるが、鶴岡市においては、1,000 ㎡未満の場合にあっても開発協議が必要となる。 

これまで運用や都度の協議での対応となっていた開発基準や道路寄附受付基準について、明

確化し運用することとした鶴岡市における基準は以下のとおり。 

 

【開発協議基準】 

① 開発協議基準における道路幅員  ※既存のとおり 

原則として道路の幅員は６ｍ以上とし、両側にコンクリート側溝を設けること。なお、指定地

域においては、道路の幅員は４ｍ以上とすることができる。 

※建築基準法上の道路又は幅員１．８ｍ以上の道路・通路を介し、市道から市道へ通り抜け可能

となる舗装された道路である場合に限る。 

② すみ切りの設置基準 

すみ切り辺長については、幅員６ｍの道路では５ｍ、幅員４ｍの道路では３ｍとする。 

③ 道路拡幅の際の基準 

既存の道路中心線を基準として両側に３ｍ（指定区域に限り２ｍ）以上拡幅するものとする。 

 

【道路寄附受付基準】 

（１）開発された道路の寄附に関する取扱い 

① 開発により拡幅された市道の寄附 

当該拡幅部分の所有者より寄付の申し出があった場合は寄付を受けるものとする。ただし、当

該寄付が道路機能の向上に寄与しない場合はこの限りでない。 

② 開発により新たに築造された道路の寄附 

幅員４ｍ以上で両側に側溝があり、両端が市道に接続しているか、あるいは一端が市道に接続

しもう一方が幅員１．８ｍ以上の通路等を介して市道へ通り抜け可能である舗装された道路で、

当該道路所有者より寄付の申し出があった場合は寄付を受けるものとする。 

③ 開発により拡幅された私道の寄附 

寄付は受けない。ただし、既存道路を含めた拡幅後の道路について幅員４ｍ以上で両側に側溝

があり、両端が市道に接続しているか、あるいは一端が市道に接続しもう一方が幅員１．８ｍ以

上の通路等を介して市道へ通り抜け可能である場合で、当該道路所有者より寄付の申し出があっ

た場合はこの限りでない。 

（２）道路沿いの土地の寄附に関する取扱いについて 

① 市道沿いの土地の寄附 

土地所有者より寄附の申し出があった場合は、寄附を受けるものとそる。ただし、当該寄附が

道路機能の向上に寄与しない場合はこの限りではない。 

② 私道沿いの土地の寄附 

寄附は受けないものとする。 

③ 認定外道路・法定外道路沿いの土地の寄附 

①に準ずる。 
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②ランドバンク事業導入判定 ICT プログラム 

「ランドバンク事業判定システム」（名称） 

①ランドバンク事業導入判定 ICT プログラム作成の目的 

ランドバンク事業は、不動産市場に流通しづらい物件を対象として、前面道路や隣接地を巻き込

んだ整備を行うことにより、接道状況や土地形状の改善を図ることで空き家・空き地の解消を図る

事業である。当事業の導入検討においては、多種多様な情報の収集と整理、これを基にした事業導

入の可能性検証が必要となる。ICT プログラムは、当事業の導入検討に必要な情報の収集・管理を

支援するとともに、事業導入の可能性検証の一部を自動化することで、円滑な事務処理の促進を目

的とするものである。本プログラムは第三者の一般活用を想定し、ＮＰＯのＨＰからダウンロード

できるようにし、汎用性がある Excel ベースのシステムとした。 

②ICT プログラムの構成 

当プラグラムは、事業の検討の流れに沿って作成しており、大きく３つのメニューにより構成さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新規物件データ」メニューは、

売買相談時等の検討初期段階のみ

に使用するメニューである。ここで

は、「新規物件データの入力」とラ

ンドバンク事業の「１次判定」を行

うことが可能である。 

「物件データ更新・判定・印刷」

メニューは事業の中期に使用する

メニューで、「物件データの追加・

更新」、ランドバンク事業の「１次

判定」「２次判定」、「物件カルテの

作成」を行うことが可能である。 

図 32 ICT 解決プログラムの構成イメージ 

図 33 ICT 解決プログラムのトップ画面（基本メニュー） 

○売買相談時等の検討初期段階

のみに使用するメニュー。 

○当メニューでは、「新規物件デ

ータの入力」とランドバンク事業

の「１次判定」を行うことが可

能。 

○ランドバンク事業の中期に使用

するメニュー。 

○当メニューでは、「物件データ

の追加・更新」、ランドバンク事

業の「１次判定」「２次判定」、

「物件カルテの作成」を行うこと

が可能。 

○ランドバンク事業の推進に伴う

申請手続きに必要な様式を出

力するメニュー。 

○初期～後期のどの検討段階に

おいても使用するメニュー。 
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「１次判定」「２次判定」の結果、近隣を含めた土地状況と１次判定における「課題タイプ」、２

次判定における実施可能性のある「事業タイプ」を表示し、ランドバンク事業実施の検討を行うこ

とができるものとなっている。 

 

 

 

  

図 35 判定画面イメージ 

ID

完了結果

字名 地番（親） 地番（子） 地番（孫）

1 馬場町 9 25 120 4 30

所有者住所 共有者数

用途制限 建蔽率 容積率

1 都市計画区域内
第一種低
層住居専
用地域

1 有 無
家屋有
（老朽）

● ● 3.8

地番（親） 地番（子） 地番（孫）

1 9 26 80 1 30

2 9 27 駐車場 40 3 10

3

4

5

奥行長
（m）字名

馬場町

馬場町

前面道路幅員
（ｍ）

接道種類

土地群の相談内容

④
隣
接
地
基
本
情
報

No.
所在

土地利用
地積
（㎡）

間口長
（m）

居住
有無

家屋
状況

小規
模地

三角地
不整
形地

袋地

法定
建蔽率

法定
容積率

地区計画等

市街化区域

③
土
地
・
家
屋
状
況

No.

家屋状況 土地状況 接道状況

家屋
有無

間口長
（m）

奥行長
（m）

所有者名 鶴岡市 鶴岡市馬場町9-25

②
法
規
制
情
報

No. 都市計画区域内外 区域区分の別
用途地域

種類

位
置
図
・
写
真

位 置 図

写 真

写 真

①
基
本
情
報

No.
所在

他○筆 土地利用
地積
（㎡）

1

小規模区画再編モデル
物件カルテ

初回相談 現調 完了

9999/1/1 9999/1/1

図 34 物件カルテイメージ 
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図 36 ＨＰ上の物件検索 

③ランドバンクＨＰの物件検索・解析システムの作成 

①物件検索・解析システム 

低廉物件に至る事由を探るべく、また低廉

物件の成約につなげられるようＨＰ内にお

ける物件の検索システムの改修を行った。 

ＨＰにおける物件検索の仕組みについて、

エリアからの検索のみではなく、購入等希望

者が空き家に対しどういった視点に興味を

持って検索しているかを探り低廉物件の成

約につなげるため、「エリア」、「土地面積」、

「金額」からも検索ができるようにした。そ

の他の検索条件として、「間取り」や「駐車

場の有無」、「上下水道の有無」などによる検

索項目は公開物件の中の情報が整わず検索

条件からは除くこととした。 

検索結果については、ＨＰ閲覧者がどうい

った項目から検索していくか、その割合を可視化し分析できるように解析結果を表示できるよ

うにした。検索大項目の「エリア」、「土地面積」、「金額」のほか、各小項目の集計結果の表示

が可能となっている。また、個別の物件情報について表示された件数を集計し、どの物件に興

味を持たれているか把握することができる。 

 

 

 

図 37 検索動作の分析結果 

図 38 物件詳細画面表示件数 
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３．評価と課題 

①解決事例・課題事例の収集・類型化 

山形県宅地建物取引業協会の協力を得られ、当初の想定の 40 事例より多い 60 事例を収集す

ることができ、本事例を分析・類型化した上で、ランドバンク事業における区画再編の取組み

の有効性を確認することができ、判定システムの開発につなげることができた。 

一方で、土地の区画再編は空き家を解決するためのあくまで一例であり、解決方法は複数存

在する。本事業における取り組みは特徴である土地の区画再編に着目しているが、事例ごとに

相続等その他どのような問題が存在するか幅広な分析を行うことができなかった。成約・成功

事例のみではなく問題が有り、不動産市場の流通にのらない塩漬けとなっている物件など更な

る事例収集を行い研究していく必要がある。 

②ランド・バンクマニュアルの作成 

空き家の相談を受けてからランドバンク事業による区画再編により解決するまで、これまで

は経験的・感覚的に進めていたものを一連の流れとして一定程度整理し、接道条件や土地の条

件、その他諸条件によりどのようなモデルで事業実施を推進するか判断の目安となる判定シス

テムを開発することができた。専門家検討会においてもマニュアル作成にあたり、士業からの

専門的視点からの意見を踏まえることができ、非常に有意義なものとなった。 

また、時間的な関係からモデルケースの検討や判定システム、ランドバンク事業を運営維持

していくことについて議論を深めることができなかった。マニュアルのバージョンアップを含

め、ランドバンク事業をシステム化していくための検討が今後の課題となる。 

③ICT プログラムの開発 

データベースと連動し、ランドバンク事業の導入の適否を判定するシステムにより事業タイ

プの類型を表示し事業化の可能性検討の上で有益なツールを開発することができた。 

しかし、あくまで事業化類型を表示するにとどまり、既存の事務量を減らしたり、明確に解

を表示するといった類の内容までの開発は非常に難解であり、そういう意味では既存のプログ

ラムソフトにあるような空き家カルテを出力するデータベースとしての色合いが強いものと

なってしまい、更なる改良が必要である。。 

 

４．今後の展開 

当ＮＰＯが推進するランドバンク事業は新たなまちづくり手法として官民から期待されてい

るものの、その認知度や取組みはまだまだ低いものであり一般化はされていない。その事業推進

のためにはＮＰＯの運営体制の維持の観点からも取組みをシステム化し、その仕組みを検討・構

築していく必要がある。 

またマニュアル化においても、土地の区画再編のみではなく、更なる課題事例を収集し空き家

解決の一助となる空き家問題の解決マニュアルとなるよう更なるバージョンアップに継続して

取り組んでいく必要があり、専門家とも引き続き議論を重ねていくこととしている。 
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